
1.�障害者雇用促進法における事業主の障害者雇用

の義務化について

　事業主は、常時雇用する労働者の数に応じて障

害者雇用率を掛け合わせた人数に相当する障害者

を雇用することを義務づけられています（障害者

雇用促進法〔以下、法〕43条）。

　したがって、当該事業主においても、この義務

に基づき障害者を雇用している可能性があります

が、ご質問のケースのように事業主と障害者であ

る労働者との間で、雇用に関するトラブルが生じ

ることも多くなっているように思います。

2.�障害者に対する差別禁止、合理的配慮等に�

ついて

　事業主は、募集・採用において、障害者に対し

て、障害者でない者と均等な機会を与えなければ

ならず、また、賃金・教育訓練・福利厚生その他

の待遇について、障害者であることを理由に障害

者でない者と不当な差別的取り扱いをすることは

禁止されています（法34条ないし35条）。

　また、事業主は、障害者と障害者でない者との

均等な機会の確保の支障となっている事情を改善

するため、募集および採用に当たり障害者からの

申し出により障害の特性に配慮した必要な措置を

講じなければなりません（法36条の 2 ）。

　さらに、事業主は、障害者である労働者と障害

者でない労働者の均等な待遇の確保および障害者

である労働者の能力発揮の支障となっている事情

を改善するため、障害の特性に配慮した、施設の

整備、援助を行う者の配置などの必要な措置を講

じなければならないとされていますが、事業主に

対して「過重な負担」を及ぼすこととなる場合は、

この限りではないとされています（法36条の 3 、

36条の 4 ）。

障 害 者 関 係

作業上のミスが増え、欠勤が増えてきた障害者に対し、 
勤怠不良により退職を促す際の留意点
　ある障害者を雇用して半年が経過しました。当初は問題なく勤務し、業務遂行していたのですが、ここ
数カ月、作業上のミスが目立つようになってきました。何度か注意・指導を行ったのですが、なかなか改
善されません。また、最近は体調不良を理由とする当日の年休申請や年休消化後の欠勤も増えてきました。
会社としては周囲への影響もあることから、解雇もやむを得ないと考えています。このような場合の実務
上の留意点について教えてください。
� （東京都　U社）

障害者である労働者に対する解雇の有効性は、当該解雇が差別的取り扱いに該当しないこと、かつ解雇に
先立ち当該障害者に障害の特性に応じどのような合理的配慮等を行ってきたかがポイントになる
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　なお、上記障害者に対する差別禁止については、

「障害者に対する差別の禁止に関する規定に定める

事項に関し、事業主が適切に対処するための指針」

（平27. 3.25　厚労告116。以下、障害者差別禁止指

針）において、障害者に対する合理的配慮の内容

については、「雇用の分野における障害者と障害者

でない者との均等な機会若しくは待遇の確保又は

障害者である労働者の有する能力の有効な発揮の

支障となっている事情を改善するために事業主が

講ずべき措置に関する指針」（平27. 3.25　厚労告

117）などに詳細が記載されており、事業主は、こ

れらの指針等も参考に、障害者に対して差別的取

り扱いをせず、かつ必要な合理的配慮を行うこと

が求められています。

3.�問題行動のある障害者である労働者の解雇に�

ついて

　まず、障害者の解雇については、障害者差別禁

止指針において、「解雇に関し、次に掲げる措置の

ように、障害者であることを理由として、その対

象を障害者とすることや、その条件を障害者に対

してのみ不利なものとすることは、障害者である

ことを理由とする差別に該当する」とされ、「次に

掲げる措置」の例として 「障害者であることを理

由として、障害者を解雇の対象とすること」など

が挙げられています。

　この点、ご質問のケースは、障害者であるとい

う理由のみで解雇しようとしているわけではなく、

障害者差別には該当しません。

　もっとも、ご質問のケースにおいて解雇の有効

性を高めるためには、なぜ当該労働者が問題行動

を起こしているのか、その原因が障害に起因する

ものなのか、障害に起因する場合は問題行動を抑

制するためにはどのような配慮が望ましいかといっ

た事項について主治医や産業医に意見を求めるな

どして、これら専門家の意見に基づく障害の特性

に応じた合理的配慮を行った上で、再度必要に応

じて業務指導を行うなど、改善の機会を与えるこ

とが肝要といえます。

　さらに、手続き的には、障害者に対する解雇を

行った場合、公共職業安定所長に届け出る必要が

あります（法81条）。

　なお、前記法36条の 3が施行される前の裁判例

ではあるものの、アスペルガー症候群であり、公

立大学法人Ｙで准教授として勤務していたＸが、

問題行動等を理由に解雇された事案において、「Ｄ

学長及びＥ学部長並びに被告（著者注：Ｙ）とし

ての解雇の意思表示を議決した懲戒等審査委員会

は、本件解雇に至るまでに、原告（筆者注：Ｘ）

が引き起こした問題の背景にアスペルガー症候群

が存在することを前提として、解雇事由の判断を

審査したり、原告に必要な配慮に関して、最も的

確な知識を有すると思われる原告の主治医に問合

せを行ったりしたことはなく（しかも、同人はＯ

医科大学附属病院の医師であるから、問合せは極

めて容易であった。）、そのことも原因となってい

るものと思われるが、解雇以外に雇用を継続する

ための努力、例えば、アスペルガー症候群の労働

者に適すると一般的に指摘されているジョブコー

チ等の支援を含め、障害者に関連する法令の理念

に沿うような具体的方策を検討した形跡すらなく、

そのような状況をもって、原告に対して行ってき

た配慮が被告の限界を超えていたと評価すること

は困難であるといわざるを得ない」などとして解

雇が無効とされており、実務上参考になります（Ｏ

公立大学法人［Ｏ大学・准教授］事件　京都地裁　
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